
第15期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

株主資本等変動計算書

個別注記表

（自2021年４月１日 至2022年３月31日）

株式会社いつも

上記事項は、法令及び定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://itsumo365.co.jp/ir/）に掲載することにより、株主の皆さまに提供しております。
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連結株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
（単位：千円）

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本
合計

当期首残高 726,984 715,484 584,610 2,027,078 2,027,078

当期変動額
新株の発行
(新株予約権の行使) 9,768 9,768 － 19,536 19,536
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 361,136 361,136 361,136
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － －

当期変動額合計 9,768 9,768 361,136 380,672 380,672

当期末残高 736,752 725,252 945,747 2,407,751 2,407,751
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の状況

連結子会社の数 ７社
連結子会社の名称 いつもコマース株式会社

株式会社Roycel
株式会社SAQOT
株式会社ビーラン
株式会社COMY
サンダークリエイト株式会社
株式会社ThinkForm

当連結会計年度において設立し重要性が増したいつもコマース株式会社、他６社を当連結
会計年度より連結の範囲に含めております。

（2）非連結子会社の状況
非連結子会社の名称 いつもキャピタル株式会社

上海常常商貿有限公司
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及
ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等 ……移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・貯蔵品 …………………総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）
仕掛品 …………………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

2022年05月31日 17時56分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 3 ―

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 …………………定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～50年
工具、器具及び備品 ３～10年

② 無形固定資産 ……………… 定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており
ます。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 ………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

② 賞与引当金 ………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給
見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

（4）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、償却期間を決定した
うえで均等償却しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行
義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の
とおりであります。
① ECマーケットプレイスサービス

当社は、 ECマーケットプレイスサービスとして、ブランドメーカーから仕入れた商品
や自社ブランド商品をECプラットフォームにおいて消費者に直接販売しております。収
益認識にあたり、出荷時点と引渡時点に重要な相違はないため、出荷時点で顧客が当該
商品への支配を獲得し履行義務が充足されるものと判断し、出荷時点で収益を認識して
おります。また、コールセンター代行サービス、物流倉庫サービスも提供しております。
これらのサービスは、反復的に継続して提供していることから、一定の契約期間にわた
り履行義務が充足されているものとして収益を認識しております。
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② ECマーケティングサービス
ECプラットフォームや自社サイトにおけるマーケティングやコンサルティング等のEC
業務支援を行っております。本サービスの収益は、クリエイティブ支援等によって発生
する一時的な収益であるショット売上と、契約期間に応じた安定収益であるストック売
上に区分しております。ショット売上に関しては、履行義務が充足される役務提供完了
時点で収益を認識しております。またストック売上に関しては、契約期間を履行義務の
充足期間として、履行義務を充足するにつれて一定の期間に渡り収益を認識しておりま
す。

会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会
計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧
客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す
ることとしております。
これにより、従来は売上原価に計上しておりました経費の一部を、売上高から控除しており
ます。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会
計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、
新たな会計方針を遡及適用しておりません。
この結果、当連結会計年度の売上高は939,120千円減少し、売上原価は939,120千円減少し
ております。また、利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
1. 繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 212,136千円
（2）その他の情報

繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で
認識しております。課税所得が生じる可能性の判断においては、将来獲得しうる課税所得
の時期及び金額を合理的に見積り、金額を算定しております。
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これらの見積りは将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受け、実際に生
じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において
認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が
変更された場合に、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影
響を与える可能性があります。

２．のれんの評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん 326,533千円
減損損失 10,992千円

（2）その他の情報
当社グループは、事業又は株式の取得時に超過収益力を前提としたのれんを計上しており
ます。のれんについてその効果の発現する期間を見積り、その期間で均等償却しておりま
す。当社グループは、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位によって、資
産のグルーピングを行っております。
のれんの減損の兆候の有無については、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとな
っている場合や実績が当初の事業計画を下回っている場合等において、減損の兆候を識別
しております。のれんを含む資産グループの帳簿価額と割引前将来キャッシュ・フローを
比較し、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には減損損失を認識し、
帳簿価額を回収可能価額まで減額することにより減損損失を計上し、割引前将来キャッシ
ュ・フローが帳簿価額を上回る場合には減損損失を計上しておりません。
なお、i car liveブランドにおいて、当初想定していた収益の達成は困難であると判断し
たことから、のれんを零まで減額し、10,992千円の減損損失を計上しております。
のれんの減損損失の認識に用いる割引前将来キャッシュ・フローは、各事業又は連結子会
社の事業計画を基礎としており、事業計画の基礎となる売上高や営業利益の算定にあたり
考慮する売上高成長率や売上原価率、販売費及び一般管理費率等について一定の仮定をお
いております。将来キャッシュ・フローの見積りに用いた仮定は不確実性を有しており、
事業計画との乖離が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類においてのれんの減損損
失が発生する可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 35,142千円

２．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に関する注記
当社グループは、資金調達の安定性を確保しつつ、必要に応じた機動的な資金調達を行うた
め、当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。こちらの契約に基づく借
入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 2,600,000千円
貸出実行残高 300,000千円
差引額 2,300,000千円
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連結損益計算書に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお
りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、連結注記表「（収益認識に関する注記）」に
記載しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首 当期増加 当期減少 当連結会計年度末
普通株式 5,610,000 81,000 － 5,691,000
(注１) 当期の発行済株式数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。

2. 配当に関する事項
該当事項はありません。

3. 当連結会計年度末における株式引受権に係る当該株式会社の株式の数
該当事項はありません。

4. 当連結会計年度末における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）
の目的となる株式の種類及び数
普通株式 153,700株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、資金調達について
は、資金計画に基づき、事業に必要な資金を金融機関からの借入により調達しております。
デリバティブ取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されております。また、グロ
ーバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスク
に晒されております。
敷金及び保証金は、主に不動産賃貸借契約に基づく敷金及び取引先との契約に基づく営業
保証金であり、貸主及び取引先の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金・未払金・未払費用・未払法人税等は、１年以内の支払期日であ
り、流動性リスクに晒されております。
借入金のうち変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。担当部署が主
要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに回収期日及び残高を管理す
るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
借入金の金利変動リスクについては、随時、市場金利の動向を監視する等により対応
しております。また、当社グループは、外貨建債権及び債務を保有しておりますが、取
引規模が非常に僅少であり、残高も少額なため、為替の変動リスクを重要なものと認識
しておりません。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰り計画を作
成・更新し、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいる
ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。現金は
注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、未払費用、未払法人税等は、短期間で
決裁されるものであるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

敷金及び保証金 102,491 102,491 －
資産計 102,491 102,491 －

短期借入金 300,000 299,337 △662
長期借入金 ※ 2,635,563 2,626,290 △9,272

負債計 2,935,563 2,925,628 △9,935
※ １年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

（注１）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
敷金及び保証金 132 102,139 － 220
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（注２) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 704,494 592,008 565,820 534,842 220,911 17,488

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

（１） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

（２） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 102,491 － 102,491
資産計 － 102,491 － 102,491

短期借入金 － 299,337 － 299,337
長期借入金 － 2,626,290 － 2,626,290

負債計 － 2,925,628 － 2,925,628
（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

短期借入金並びに長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利
率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
サービス区分

計ECマーケット
プレイスサービス

ECマーケティング
サービス

一時点で移転される
財及びサービス 9,042,609 159,635 9,202,245
一定の期間にわたり移転される財
及びサービス 392,849 2,057,676 2,450,525

顧客との契約から生じる収益 9,435,458 2,217,311 11,652,770

外部顧客への売上高 9,435,458 2,217,311 11,652,770

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「３．会計方針に関する事項（（5）重要な収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
重要性に乏しいため、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 423円 08銭
１株当たり当期純利益 64円 05銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計資本準備金資本剰余金合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 726,984 715,484 715,484 584,610 584,610 2,027,078 2,027,078

当期変動額
新株の発行
(新株予約権の行使) 9,768 9,768 9,768 － － 19,536 19,536

当期純利益 － － － 405,224 405,224 405,224 405,224

当期変動額合計 9,768 9,768 9,768 405,224 405,224 424,760 424,760

当期末残高 736,752 725,252 725,252 989,834 989,834 2,451,838 2,451,838

2022年05月31日 17時56分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 11 ―

個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 …………………移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等 …移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・貯蔵品 ………………総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）
仕掛品 ………………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産 ………………定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～50年
工具、器具及び備品 ３～10年

（2）無形固定資産 ………………定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 ……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

（2）賞与引当金 ……………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込
額に基づきに当期に見合う分を計上しております。
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4． 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び
当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま
す。

① ECマーケットプレイスサービス
当社は、 ECマーケットプレイスサービスとして、ブランドメーカーから仕入れた商品
や自社ブランド商品をECプラットフォームにおいて消費者に直接販売しております。収益
認識にあたり、出荷時点と引渡時点に重要な相違はないため、出荷時点で顧客が当該商品
への支配を獲得し履行義務が充足されるものと判断し、出荷時点で収益を認識しておりま
す。また、コールセンター代行サービス、物流倉庫サービスも提供しております。これら
のサービスは、反復的に継続して提供していることから、一定の契約期間にわたり履行義
務が充足されているものとして収益を認識しております。

② ECマーケティングサービス
ECプラットフォームや自社サイトにおけるマーケティングやコンサルティング等のEC
業務支援を行っております。本サービスの収益は、クリエイティブ支援等によって発生す
る一時的な収益であるショット売上と、契約期間に応じた安定収益であるストック売上に
区分しております。ショット売上に関しては、履行義務が充足される役務提供完了時点で
収益を認識しております。またストック売上に関しては、契約期間を履行義務の充足期間
として、履行義務を充足するにつれて一定の期間に渡り収益を認識しております。

会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会
計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に
移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するこ
ととしております。
これにより、従来は売上原価に計上しておりました経費の一部を、売上高から控除しており
ます。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積
的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適
用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首
より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計
方針を遡及適用しておりません。
この結果、当事業年度の売上高は939,120千円減少し、売上原価は939,120千円減少してお
ります。また、利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

2022年05月31日 17時56分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 13 ―

会計上の見積りに関する注記
1. 繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 121,713千円
(2) その他の情報

繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で
認識しております。課税所得が生じる可能性の判断においては、将来獲得しうる課税所得の
時期及び金額を合理的に見積り、金額を算定しております。
これらの見積りは将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受け、実際に生

じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の計算書類において認識する金
額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が変更された場
合に、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。

２．関係会社長期貸付金の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社長期貸付金 1,861,000千円
(2) その他の情報

子会社を通じたブランドバリューアップ（自社ブランドの取得・開発）を行うこと等を目
的に、子会社に対して株式取得や事業譲受を実施するための資金の貸付を行っております。
子会社への貸付金については、融資先の支払い能力を総合的に勘案し、回収不能と見込ま
れる金額について貸倒引当金を計上することとしております。なお、当事業年度において、
関係会社長期貸付金に対する貸倒引当金は計上されておりません。
当該貸付金の回収可能性の判定にあたり、融資先の事業計画（融資先がブランド取得のた
めに取得した会社の事業計画も含む）に基づいて算定しておりますが、事業計画の基礎と
なる売上高や営業利益の算定にあたり考慮する売上高成長率や売上原価率、販売費及び一
般管理費率等について一定の仮定をおいております。将来の不確実な経済条件の変動等に
より事業計画等の見直しが必要になった場合、翌事業年度の計算書類において貸倒引当金
の計上による損失が発生する可能性があります。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 35,142千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 22,474千円
長期金銭債権 1,861,000千円
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３．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に関する注記
当社は、資金調達の安定性を確保しつつ、必要に応じた機動的な資金調達を行うため、当座
貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。こちらの契約に基づく借入未実行
残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 2,600,000千円
貸出実行残高 300,000千円
差引額 2,300,000千円

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引
営業取引による取引高
売上高 45,260千円
営業取引以外の取引高 12,188千円

株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
該当事項はありません。

2. 当事業年度末における株式引受権に係る当該株式会社の株式の数
該当事項はありません。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び負債の主な発生原因別の内訳
（繰延税金資産）
未払費用概算計上額 46,041千円
賞与引当金 36,932千円
減価償却超過額 8,755千円
資産調整勘定 8,002千円
未払事業税 6,304千円
一括償却資産 5,769千円
未払社会保険料 3,925千円
その他 8,845千円
繰延税金資産小計 124,576千円
評価性引当額 △2,863千円
繰延税金資産合計 121,713千円
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関連当事者に関する注記
1．子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称

又は氏名

資本金
又は
出資金
(千円)

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社
いつもコマ
ース株式会
社

10,000 100
資金の援助
役員の兼任
人員の出向

資金の貸付（注１） 1,800,000 関係会社長期貸付金 1,800,000

取引条件及び取引条件の決定方法
（注１）貸付金の利息については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「（収益認識に

関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 430円 83銭
１株当たり当期純利益 71円 87銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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